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○ 許認可等規定法律数 ⇒ ４８５法律 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 根拠法令別の許認可等件数 

  許認可等の総数１２，３７６件のうち、法律に規定されている許認可等が７２．４％（８，９５８件） 

   

把握時点 法律 政令 省令 告示 計 

今   回 

平 17.3.31現在

８，９５８ 

（72.4） 

４６２ 

（3.7） 

２，６９０ 

（21.7） 

２６６ 

（2.1）

１２，３７６ 

（100.0） 

【参考】前回

平 15.3.31現在

８，０１０ 

（72.8） 

４０４ 

（3.7） 

２，２８５ 

（20.8） 

３０８ 

（2.8）

１１，００７ 

（100.0） 

 
                     （注）１ 勅令は政令に整理し、規則は省令に整理している。 
                            ２ （ ）内は、構成比である。 

 

 

 

 

 

                  

許認可等規定法令等 

区分 法令等数 

法 律 ４８５ 

政 令 １１８ 

府省令 ４９０ 

告 示  ８１ 

資料１ 

前回以降の２年間に新たに制定された法律は、個人情報の保護に関する法律（平成

15 年法律第 57 号）等１０法律、廃止された法律は、特定債権等に係る事業の規制に関

する法律（平成４年法律第 77 号）等２法律、改正された法律は 63 法律 

根拠法令別の許認可等件数

告示
266件
(2.1%)

政令
462件
(3.7%)

法律
8,958件
(72.4%)

省令
2,690件
(21.7%)

１２，３７６件
（平17.３.31現在）
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府省別・根拠法令別許認可等件数 

（単位：件、％） 

    
  

府 省 名 

前  回 

平 15.3.31 

現在

（参 考）

平 16.3.31

現在

今  回

平 17.3.31

現在 法律 政令 省令 告示 

２年間

の純増

減 減少 増加 

内 閣 府 ７７ ８１ ８１ 40 8 27 6 ４ ０ ４

公正取引委員会 ２３ ２３ ２３ 21 0 2 0 ０ ０ ０

国家公安委員会 １１７ １２０ １２６ 53 3 60 10 ９ ０ ９

防 衛 庁 ３５ ３８ ３８ 13 1 18 6 ３ ０ ３

金 融 庁 １，５０１ １，６３４ １，７３６ 1,397 53 281 5 ２３５ ５９ ２９４

総 務 省 ６０４ ６５０ ６６３ 464 6 174 19 ５９ １６０ ２１９

法 務 省 ２７８ ２８５ ２９７ 206 7 73 11 １９ １ ２０

外 務 省 ４７ ５１ ５１ 23 1 21 6 ４ ０ ４

財 務 省 ７３４ ７７１ ７７２ 564 68 130 10 ３８ ５ ４３

文 部 科 学 省 ５７３ ５８６ ６２２ 372 59 159 32 ４９ １６ ６５

厚 生 労 働 省 １，６０２ １，８６２ １，９１０ 1,151 139 563 57 ３０８ １４４ ４５２

農 林 水 産 省 １，１３２ １，２１９ １，３２３ 1,129 30 155 9 １９１ ８５ ２７６

経 済 産 業 省 １，９３５ １，９９７ ２，０３８ 1,568 27 422 21 １０３ １０７ ２１０

国 土 交 通 省 ２，０５８ ２，１６１ ２，３４３ 1,704 40 535 64 ２８５ ８４ ３６９

環 境 省 ２９１ ３２５ ３５３ 253 20 70 10 ６２ ０ ６２

計 

（構成比） 

１１，００７ １１，８０３ １２，３７６

（100.0）

8,958

（72.4）

462 

（3.7） 

2,690

（21.7）

26６

（2.1）

１,３６９ ６６１ ２，０３０

（注）勅令は政令に整理し、規則は省令に整理している。 

 

資料２ 
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用語別許認可等件数 
                                    （単位：件、％） 

前  回 

平 15.3.31現在 

（参 考） 

平 16.3.31現在 

今  回 

平 17.3.31現在 用語別 

件 数 構成比 件 数 構成比 件 数 構成比 

許 可 ８２７ 7.5 ８２０ 6.9 ８３６ 6.8

認 可 １，７７７ 16.1 １，８６４ 15.8 １，９１５ 15.5

免 許 ７８ 0.7 ７８ 0.7 ７９ 0.6

承 認 １，０８７ 9.9 １，１５０ 9.7 １，２０５ 9.7

指 定 ３２７ 3.0 ３１３ 2.7 ３００ 2.4

Ａ
グ
ル
ー
プ 

承諾等 ４９ 0.4 ４９ 0.4 ４９ 0.4

小 計 ４，１４５ 37.7 ４，２７４ 36.2 ４，３８４ 35.4

認 定 ６３５ 5.8 ６７０ 5.7 ６４９ 5.2

確 認 １３７ 1.2 １５１ 1.3 １４８ 1.2

証 明 ８２ 0.7 ７８ 0.7 ７８ 0.6

認 証 ２８ 0.3 ２１ 0.2 ２１ 0.2

試 験 １１１ 1.0 １１０ 0.9 １０９ 0.9

検 査 ２１２ 1.9 ２０５ 1.7 ２０５ 1.7

検 定 ２７ 0.2 ２１ 0.2 ２０ 0.2

登 録 １９０ 1.7 ３０４ 2.6 ３４６ 2.8

Ｂ
グ
ル
ー
プ 

審査等 ２４ 0.2 ２６ 0.2 ２６ 0.2

小 計 １，４４６ 13.1 １，５８６ 13.4 １，６０２ 12.9

届 出 ３，３５０ 30.4 ３，８１２ 32.3 ４，１０５ 33.2

提 出 ７１４ 6.5 ７３８ 6.3 ７７８ 6.3

報 告 ６９１ 6.3 ７１７ 6.1 ７５９ 6.1

交 付 ８５ 0.8 ９４ 0.8 １００ 0.8

Ｃ
グ
ル
ー
プ 

申告等 ９０ 0.8 １０７ 0.9 １１０ 0.9

小 計 ４，９３０ 44.8 ５，４６８ 46.3 ５，８５２ 47.3

その他 ４８６ 4.4 ４７５ 4.0 ５３８ 4.3

合 計 １１，００７ 100.0 １１，８０３ 100.0 １２，３７６ 100.0

Ａグループ： 一般的な禁止を特定の場合に解除する行為、特定の権利等を設定する行為等 

Ｂグループ： 特定の事実や行為が、あらかじめ定められた基準等を満たしているか否か審査・判定し、これを公に証明する行為等 

Ｃグループ： 一定の事実を行政庁に知らせるもので、行政庁は原則として記載事項を確認し、受理するにとどまるもの 

資料３ 
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許認可等の実態の統一的把握基準 

 

１ 許認可等の範囲 

  把握の対象とする許認可等は、国民（個人及び法人）の申請、出願等に基づき行政庁が行う処分及びこれに類似するもので、法律、

政令、省令及び告示において、次のような用語を使用しているものとする。 

 

   許可、認可、免許、特許、承認、認定、確認、免除、決定、証明、認証、解除、公認、検認、試験、検査、検定、指定、登録、届

出、申告、提出、報告、交付、等 

 

  なお、上記の許認可等には特殊法人等が行っているものを含む。 

 

２ 許認可等の数え方の基準 

（１）許認可等の根拠法令の項（項に細分されていない場合は条。以下同じ。）ごとに１事項として数える。 

（２）同一の項のうちに用語の異なる数個の許認可等の根拠が規定されている場合は、用語の異なるごとにそれぞれ１事項として数える。 

（３）同一の項のうちに本文、ただし書、あるいは前段、後段等の区分があり、それぞれに許認可等の根拠が規定されている場合には、

別個の事項として数える。 

（４）準用規定により設定された許認可等については、準用の対象となる規定により設定された許認可等とは別個に数える。 

（５）複数の府省が所管している許認可等については、それぞれ所管する府省ごとに別個の許認可等と数える。 

 

（注）一の許認可等について当該許認可等を要する行為又は対象（業種、物資の種類等）が同一の項等において列挙されている場合は、その行為等を別途

許認可等事項の細目として記載する。 

 

資料４ 
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許認可等の実態把握に係る閣議決定等 

 

○ 行政改革の推進方策に関する答申（抄）（昭和 60 年７月 22 日臨時行政改革推進審議会答申） 

（２）今後における規制緩和の推進方策 

公的規制は極めて多岐にわたり、限られた期間ではすべての分野について、詳しく検討することは不可能であり、当審議会としては、金融、運輸、

石油等エネルギー、都市整備の分野を中心に、10 分野の規制緩和を検討した。 

政府においては、今回当審議会が提言した事項にとどまらず、この提言の趣旨に沿って、公的規制全般にわたる徹底した見直しを行うことが必要で

ある。 

なお、許認可等の定期的見直し及び新設の抑制については、臨時行政調査会答申の趣旨に沿って推進を図ることが重要であり、各省庁において、自

主的な審査、見直しを強化するとともに、総務庁においては、各省庁の協力を得て、速やかに次の措置をとる必要がある。 

① 許認可等の総数などの実態を統一的に把握すること。 

② 許認可等を定期的に見直す仕組みを確立すること。 

③ 国民の負担軽減、行政事務の簡素・合理化及び民間活力の助長の観点に立ち、統一的基準を作成するなど、許認可等の新設について審査する仕組

みを確立すること。 

 

○ 当面の行政改革の具体化方策について（抄）（昭和 60 年９月 24 日閣議決定） 

 ５ 規制行政 

（１）規制緩和の推進方策 

ア 許認可等の実態把握については、総務庁において、その具体的手法について所要の見直しを行い、引き続き各省庁の協力を得て、速やかに総数

等の統一的把握を行う。 

イ 許認可等の定期的見直しについては、既定の方針を踏まえ、許認可等の見直しを引き続き推進するとともに、その具体的方策について所要の調

整、立案を進める。 

ウ 許認可等の新設の審査については、既定の方針を踏まえ、その具体的方策について所要の調整、立案を進める。 

 

○ 昭和６１年度に講ずべき措置を中心とする行政改革の実施方針について（抄）（昭和 60 年 12 月 28 日閣議決定） 

４ 行政事務 

（４）許認可等 

   ア 許認可等の実態の統一的把握については、総務庁において、統一的基準の下に、各省庁の協力を得て、昭和 60 年度末を目途にその作業を終了す

ることとし、以降、毎年１回、必要な補正を行うこととする。 

   イ 許認可等の定期的見直し及び新設の審査については、既定の方針を踏まえ、その具体的方策について所要の調整、立案を進めるため、各省庁に

よる検討会議を開催する。 

 

資料５ 
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免許 
 

登録 
高出力の屋外 
無線 LAN など 

規制緩和等の改革の進展による増加の例 

＜電波法＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

免許 
 

 
 
 
 
 

高出力の屋外 

無線 LAN など 

改正前 改正後 

無線局 無線局 

「無線局の免許」に加え、 

「無線局の登録」、「変更の届出」、「廃止の

届出」等１１件新設 

資料６ 



7 

民間機関 

事業者 

＜公益法人改革＞ 
（作業環境測定法に基づく作業環境測定士の資格講習の例） 

 

 

                      
 

 

公益法人（国の代行） 

改正前 改正後 

国 
 

国 
「登録機関の登録」 

「登録の更新」 

「変更の届出」 

「業務規程の届出」 

「業務の休廃止の届出」 

「財務諸表等の提出」 

等７件新設 

事業者 

委託 

国の講習 民間の講習

国の登録

許認可等は「作業環境測定士の

資格講習」の１件 

国の講習を民間に開

放 


